
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設整備基本計画 P9～16 変更点 

※「令和２年２月 長浜市、米原市人口ビジョン」によりごみ量等を見直し

たものです。（赤字：変更点） 
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計画処理量・計画ごみ質等 

① 計画処理量 

ア．将来人口 

本圏域（長浜市及び米原市）の人口の実績及び将来推計は下記のとおりであり、年々ゆるやか

に減少する見通しである。 

 

図 2-3 将来人口の推移 

令和 2年 2月 新人口ビジョン 

 

イ．計画処理対象物 

新施設の計画処理対象物は下記のとおりである。 

 

表 2-3 熱回収施設（焼却施設・バイオガス化施設）計画処理対象物 

項 目 内 容 

可燃ごみ 生ごみ、紙くず・木くず、プラスチック製容器包装、発泡スチロール、

ビデオテープ、紙おむつ、引越し、大掃除などの一時的に出る大量ごみ

（可燃性） 

家庭系、事業系（廃プラ類除く）、収集または直接搬入ごみ 

可燃性粗大

ごみ 

布団、たたみ、カーペット（電気カーペットを除く）、上敷き、スプリ

ングなしマットレス、よしずなど 

家庭系、事業系（化学繊維除く）、収集または直接搬入ごみ 

選別可燃物 リサイクル施設（粗大ごみ処理施設）において破砕、選別された後の可

燃残渣 

助燃剤 汚泥再生処理センターからの助燃剤（脱水汚泥：含水率 70％以下） 
出典）ごみの分別と出し方（センターホームページ）、処理基本計画より 

注）バイオガス化施設を併設する場合は、上記の中から生ごみ等を処理対象とする。 
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表 2-4 リサイクル施設計画処理対象物 

項 目 内 容 

不燃ごみ 硬いプラスチックの製品、食器（陶器など）類、金属、小型

電気製品など 

引越し、大掃除などの一時的に出る大量ごみ（不燃性） 

瓦、レンガ、ブロックなどのがれき類 

鋼鉄製や鋳物など硬質性の金属類（鎖、大型刃物類など） 

収集または直接搬入ごみ 

ライター（資源ごみ） 使い捨てライター、ガスライター、オイルライターなど 

収集または直接搬入ごみ 

粗大ごみ（畳・布団以

外） 

不燃ごみ指定袋に入らない大きさで学習机程度まで 

引越し、大掃除などの一時的に出るもの（大きさの制限を超

えるもの） 収集または直接搬入ごみ 
出典）ごみの分別と出し方（センターホームページ）、処理基本計画より 

 

表 2-5 汚泥再生処理センター計画処理対象物 

項 目 内 容 

し 尿 汲み取りし尿 

浄化槽汚泥 合併処理浄化槽、単独処理浄化槽及び農業集落排水処理施設

の汚泥 
出典）処理基本計画より 

 

ウ．計画処理量 

新施設の計画処理量は処理基本計画を基に算出したものである。 

 

■熱回収施設（焼却施設・バイオガス化施設） 

熱回収施設（焼却施設・バイオガス化施設）の計画処理量は年々減少する見通しであるが、令和

10 年度新施設稼働に合わせてプラスチック製容器包装、発泡スチロールを可燃ごみとして焼却す

る。 

 

図 2-4 熱回収施設（焼却施設・バイオガス化施設）の計画処理量の推移 

出典）処理基本計画より（し渣・汚泥を含む）  
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■リサイクル施設 

リサイクル施設の計画処理量は年々わずかに減少する見通しである。 

 

図 2-5 リサイクル施設の計画処理量の推移 

 

 

 

■汚泥再生処理センター 

汚泥再生処理センターの計画処理量は年々減少する見通しである。 

 

 

図 2-6 汚泥再生処理センターの計画処理量の推移 

出典）処理基本計画より  
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② 計画ごみ質 

ア．熱回収施設（焼却施設・バイオガス化施設）対象ごみ質 

熱回収施設（焼却施設・バイオガス化施設）の計画ごみ質は下記のとおりである。（プラスチ

ック製容器包装、発泡スチロールを可燃ごみとして混焼する場合） 

 

表 2-6 熱回収施設（焼却施設・バイオガス化施設）対象ごみ質 

項   目 低質ごみ 基準ごみ 高質ごみ 

三成分 

水分 （％） 48.68 42.73 36.81

可燃分 （％） 43.62 52.60 61.56

灰分 （％） 7.70 4.67 1.63

低位発熱量 
(kJ/kg) 7,035 10,924 14,814

(kcal/kg) 1,680 2,610 3,540

単位容積重量 (kg/m3) 204 147 90

元素組成 

炭素 （％） 21.68 30.41 39.92

水素 （％） 3.12 4.44 5.88

窒素 （％） 0.19 0.34 0.48

硫黄 （％） 0.01 0.01 0.01

塩素 （％） 0.35 0.63 0.90

酸素 （％） 18.27 16.77 14.37

計 （％） 43.62 52.60 61.56

種類組成 

ちゅう芥類 （％） 21.15 7.46 0.28

紙・布類 （％） 33.20 49.47 58.85

木・竹・藁類 （％） 19.36 8.34 0.32

プラスチック類 （％） 15.46 30.55 40.25

不燃物類 （％） 5.64 2.01 0.00

その他 （％） 5.19 2.17 0.30

計 （％） 100.00 100.00 100.00

注）・元素組成は、可燃分の内訳を示すため、合計を可燃分の数値と同値となるよう補正した。 

・種類組成は、乾ベースの数値（可燃分＋灰分）を合計100％になるように補正したものである。 

出典)・平成25～令和元年度×年４回のごみ質調査結果をもとに整理 

・プラスチック製容器包装、発泡スチロールによる補正は処理基本計画における可燃ごみに対するごみ量比率（令

和10年度）を用いて加重平均 

・元素組成は「ごみ処理施設整備計画・設計要領(2017改訂版)」(社)全国都市清掃会議」の値をもとに補正 

・施設整備基本計画の数値に、令和元年度３回分の調査結果を追加して再計算した。 

・上記には「汚泥再生処理センターからの脱水汚泥等」、「バイオガス化施設からの発酵不適物」、「バイオガス化

施設からの発酵残渣」、「災害廃棄物」は含まないため、各社にて想定すること。 

 

イ．リサイクル施設対象ごみ質 

リサイクル施設の計画ごみ質を設定する際の参考として、現有施設における搬出物の割合は

下記のとおりである。 

 

表 2-7 リサイクル施設対象ごみ質 

項 目 破砕可燃残渣 破砕不燃残渣 鉄類 アルミ類 

搬出物割合 56％ 25％ 18％ １％ 

出典）処理基本計画より 
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ウ．汚泥再生処理センター処理対象物の内訳・性状 

汚泥再生処理センターの搬入物の基本となる性状は下記のとおりとするが、「汚泥再生処理セ

ンター等施設整備の計画・設計要領」等に基づく実態調査を行い、詳細は今後検討するものと

する。 

表 2-8 汚泥再生処理センター処理対象物 

① し尿、浄化槽汚泥の性状（文献値） 

項 目 し 尿 浄化槽汚泥 

pH 7.6 7.2 

BOD 7,300 ㎎/L 5,400 ㎎/L 

COD 4,500 ㎎/L 5,000 ㎎/L 

SS 8,300 ㎎/L 12,000 ㎎/L 

T-N 2,600 ㎎/L 1,200 ㎎/L 

T-P 310 ㎎/L 190 ㎎/L 

塩化物イオン 2,100 ㎎/L 640 ㎎/L 

出典）汚泥再生処理センター等整備の計画・設計要領（2006 改訂版）より、し尿：非超過確率 50％値、浄化槽

汚泥：非超過確率 75％値とした。 

② し尿、浄化槽汚泥の性状（実測値：除渣後） 

項 目 し 尿 浄化槽汚泥 

採取日 R02.04.24 R02.05.08 R02.04.24 R02.05.08 

pH 6.6 6.3 7.0 6.8 

BOD 11,000 ㎎/L 19,000 ㎎/L 4,300 ㎎/L 2,600 ㎎/L 

COD 10,000 ㎎/L 8,300 ㎎/L 4,300 ㎎/L 3,600 ㎎/L 

SS 26,000 ㎎/L 26,000 ㎎/L 7,900 ㎎/L 12,000 ㎎/L 

NH4-N 1,300 ㎎/L 2,100 ㎎/L 96 ㎎/L 120 ㎎/L 

T-N 2,500 ㎎/L 2,500 ㎎/L 200 ㎎/L 130 ㎎/L 

T-P 680 ㎎/L 720 ㎎/L 210 ㎎/L 230 ㎎/L 

塩化物イオン 170 ㎎/L 2,900 ㎎/L 64 ㎎/L 76 ㎎/L 

 

２．２ 施設規模及び処理方式 

新施設の施設規模及び処理方式等について検討、設定する。 

（１）計画目標年度 

① 施設供用開始予定年度 

施設供用開始予定年度について、熱回収施設（焼却施設・バイオガス化施設）及びリサイクル施

設は令和 10（2028）年度、汚泥再生処理センターは令和７（2025）年度とする。 

 

② 施設規模算定対象目標年度 

施設規模の設定に用いられるごみ量は、「施設稼働から７年を超えない範囲内で最もごみ量が多

くなる年度」とされている。施設規模算定の対象とする目標年度は、熱回収施設（焼却施設・バイ

オガス化施設）、リサイクル施設、汚泥再生処理センターいずれも将来の計画処理量が減少する見

込みであることから、計画処理量が最大となる施設供用開始予定年度を施設規模算定対象目標年度
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とする。なお、施設の供用開始予定年度は状況により変更となる場合がある。 

 

表 2-9 施設規模算定対象目標年度 

施設の種類 施設規模算定対象目標年度 

熱回収施設（焼却施設・バイオガス化施設） 
令和 10（2028）年度 

リサイクル施設 

汚泥再生処理センター 令和 7（2025）年度 

 

（２）施設規模 

新施設の施設規模は、それぞれごみ量推移予測に基づき単独で設置した場合を示したものであり、

今後、一極集中による整備において、施設間連携した総合的なシステム構築を図ることにより、各施

設規模の縮減を目指すため、今後行う基本設計において変更となる場合がある。 

 

① 熱回収施設 

ア．焼却施設 

焼却施設の施設規模を以下のとおり設定する。 

表 2-10 焼却施設の施設規模 

項  目 内  容 

施設稼働予定年度 令和 10（2028）年度 

施設規模設定基準年度※ 令和 10（2028）年度 

処理対象ごみ内訳  最小 中間 最大 

・可燃ごみ（家庭系収集） 16,259ｔ/年 18,267ｔ/年 20,081ｔ/年

・可燃ごみ（家庭系持込） 1,217ｔ/年 1,217ｔ/年 1,217ｔ/年

・可燃ごみ（事業系） 11,493ｔ/年 11,493ｔ/年 11,493ｔ/年

・可燃ごみ（事業系公用） 521ｔ/年 521ｔ/年 546ｔ/年

 可燃ごみ 計 29,490ｔ/年 31,498ｔ/年 33,337ｔ/年

・可燃性粗大ごみ（畳･布団等） 173ｔ/年 173ｔ/年 173ｔ/年

・破砕選別処理施設からの可燃残渣 2,462ｔ/年 2,462ｔ/年 2,462ｔ/年

・し渣 605ｔ/年 605ｔ/年 605ｔ/年

 合計（災害廃棄物含まない） 32,730ｔ/年

(89.7ｔ/日)

34,738ｔ/年

(95.2ｔ/日) 

36,577ｔ/年

(100.2ｔ/日)

施設規模 （災害廃棄物含まず） 122ｔ/日 130ｔ/日 137ｔ/日 

（算定式） （中間の場合）95.2ｔ/日÷（280/365）÷0.96 

（計画年間日平均処理量÷実稼働率÷調整稼働率） 

施設規模 （災害廃棄物 10％含む） 135ｔ/日 143ｔ/日 151ｔ/日 

（算定式） （中間の場合）130ｔ/日×1.1 

（施設規模（災害廃棄物含まず）×1.1（災害廃棄物 10％）） 

注）原則としてごみ量は処理基本計画による計画値を使用し、最小、中間、最大は以下の考え方による。 

 【中間】目標達成の場合の数値 

 【最小】目標よりさらに施策効果が得られた場合の数値 

 【最大】現状施策を維持した場合の数値 

※ 施設規模設定基準年度について 

施設規模の設定に用いられるごみ量は、「施設稼働から７年を超えない範囲内で最もごみ量が多くなる年度」とされて

おり、ごみ量推計値は直近の実績値以降減少傾向を示していることから、上記定義に該当する年度は施設稼働初年度

となる。 

※ 実稼働率、調整稼働率は下記のとおり。 
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・実稼働率：「年間実稼働日数÷365 日」＝280 日÷365 日＝0.767 

（停止日数 85日の内訳）補修整備期間 30日、補修点検期間 15日×２回、全停止期間７日、起動に要する日数３日×

３回、停止に要する日数３日×３回 

・調整稼働率：「故障等による一時停止（処理能力低下）を考慮した係数」：0.96 

 

イ． バイオガス化施設 

バイオガス化施設を併設する場合、施設規模を以下のとおり設定する。 

 

表 2-11 バイオガス化施設の施設規模 

項  目 内  容 

施設稼働予定年度 令和 10（2028）年度 

施設規模設定基準年度※ 令和 10（2028）年度 

処理対象ごみ内訳  最小 中間 最大 

・可燃ごみ 16,379ｔ/年 17,494ｔ/年 18,515ｔ/年

 可燃ごみ 計 16,379ｔ/年 17,494ｔ/年 18,515ｔ/年

施設規模 （災害廃棄物含まず） 47ｔ/日 50ｔ/日 53ｔ/日 

（算定式） （中間の場合）17,494ｔ/日÷365日÷0.96 

（計画年間処理量÷年間稼働日数÷調整稼働率） 

注）原則としてごみ量は処理基本計画による計画値を使用し、最小、中間、最大は①焼却施設の考え方による。 

処理対象ごみ量は、生ごみ等の割合から想定している。 31,498t/年×55.54％÷365 日÷0.96＝49.9t/日≒50t/日 

※ 施設規模設定基準年度について 

焼却施設と同様、「施設稼働から７年を超えない範囲内で最もごみ量が多くなる年度」より施設稼働初年度となる。 

※年間稼働日数、調整稼働率は下記のとおり。 

・年間稼働日数：連続運転を基本とし、365 日/年とする 

・調整稼働率：焼却施設と同様、「故障等による一時停止（処理能力低下）を考慮した係数」：0.96 

※ 施設規模設定基準年度について 

焼却施設と同様、「施設稼働から７年を超えない範囲内で最もごみ量が多くなる年度」より施設稼働初年度となる。 

※ 年間稼働日数、調整稼働率は下記のとおり。 

・年間稼働日数：連続運転を基本とし、365 日/年とする 

・調整稼働率：焼却施設と同様、「故障等による一時停止（処理能力低下）を考慮した係数」：0.96 

 

② リサイクル施設 

リサイクル施設の施設規模を以下のとおり設定する。 

表 2-12 リサイクル施設の施設規模 

項  目 内  容 

施設稼働予定年度 令和 10（2028）年度 

施設規模設定基準年度※ 令和 10（2028）年度 

処理対象ごみ内訳 ・不燃ごみ（家庭系収集） 1,883ｔ/年 

・不燃ごみ（家庭系持込） 365ｔ/年 

・不燃ごみ（事業系公用） 286ｔ/年 

 不燃ごみ 計 2,534ｔ/年 

・資源ごみ（ライター） ３ｔ/年 

・粗大ごみ（家庭系収集） 703ｔ/年 

・粗大ごみ（家庭系持込） 1,213ｔ/年 

・粗大ごみ（事業系公用） 103ｔ/年 

 粗大ごみ 計 2,019ｔ/年 

 合計 4,556ｔ/年 

 合計（可燃性粗大ごみ除く） 4,383ｔ/年 (12ｔ/日) 

施設規模 21ｔ/５h 
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算定式 12ｔ/５h÷(240/365) ×1.15 

 （計画年間日平均処理量÷実稼働率×月変動係数） 

注）ごみ量は処理基本計画による計画値を使用した。 

※ 施設規模設定基準年度について 

焼却施設と同様、「施設稼働から７年を超えない範囲内で最もごみ量が多くなる年度」より施設稼働初年度となる。 

※ リサイクル施設の実稼働日数について 

土日：104 日、祝日：14日、年末年始：４日、施設補修日：３日（合計 125 日）→稼働日数 240 日 

※ 月変動係数 

実績からの算定が困難な場合の標準値：1.15 を用いた。 

 

③ 汚泥再生処理センター 

汚泥再生処理センターの施設規模を以下のとおり設定する。 

表 2-13 汚泥再生処理センターの施設規模 

項  目 内  容 

施設稼働予定年度 令和７（2025）年度 

施設規模設定基準年度※ 令和７（2025）年度 

処理対象物内訳  最小 中間 最大 

・し尿 3,251kL/年 3,849kL/年 4,553kL/年

・浄化槽汚泥（農業集落排水） 5,941kL/年 6,486kL/年 7,274kL/年

・浄化槽汚泥（合併浄化槽） 3,194kL/年 3,523kL/年 4,125kL/年

・浄化槽汚泥（単独浄化槽） 1,482kL/年 1,638kL/年 1,918kL/年

・浄化槽汚泥 計 10,617kL/年 11,647kL/年 13,317kL/年

 合計 13,868kL/年

（38.0kL/日）

15,496kL/年

（42.5kL/日）

17,870kL/年

（49.0kL/日）

施設規模  44kL/日 49kL/日 57kL/日 

算定式 （中間の場合）42.5kL/日×1.15 （計画年間日平均処理量×月変動係数） 

注）原則としてし尿・浄化槽汚泥量は処理基本計画による計画値を使用し、最小、中間、最大は以下の考え方による。 

 【中間】１人１日排出量を過去５年の平均とした場合の数値 

 【最小】１人１日排出量を過去５年の最小とした場合の数値 

 【最大】１人１日排出量を過去５年の最大とした場合の数値 

 

※ 月変動係数 

計画的な収集により月変動の最小化を図るものとし、過去５カ年の実績から最も小さい年度の数値 1.15 を用いた。 

 

④ ストックヤード 

資源ごみ及び災害廃棄物のストックヤードを計画する。資源ごみについては下記の品目を対象と

して施設に受入れ、一時保管を行う。災害廃棄物については、施設内に災害廃棄物ストックヤード

として確保する。 

表 2-14 ストックヤードの保管対象物と年間保管量 

項  目 内  容 

一時保管対象ごみ内訳 ・ガラスびん（無色、茶色、有色） 750ｔ/年

・古布 250ｔ/年

・紙パック 52ｔ/年

・使用済み乾電池類 44ｔ/年

・使用済み蛍光管 13ｔ/年

・ペットボトル －

・古紙（新聞、ダンボール、雑誌・チラシ） －

・缶類（アルミ・スチール・スプレー） －

合 計 1,109ｔ/年

 
注）・ごみ量は処理基本計画による計画値を使用した。 
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・ペットボトル、古紙（新聞、ダンボール、雑誌・チラシ）、缶類（アルミ・スチール・スプレー）の保管量に 

ついては、今後、基本設計以降で検討する。 

 

⑤ 管理棟 

センターの事務所、会議室等の必要な諸室を備えた管理棟を整備する。管理棟の建築面積は

500m2程度を基本とするが、必要諸室の大きさ等については今後、基本設計以降において検討す

る。 

 

⑥ 計量棟 

搬入されるごみ及び搬出される焼却残渣等の重量を計量する施設を整備するが、詳細は今後基

本設計以降において検討する。 

 

⑦ 動物焼却炉 

大型動物等を対象とした動物焼却炉を整備する。焼却炉の規模については今後、基本設計以降

において検討する。 
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